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第７０回全国研究大会に向けて  

全国公立高等学校事務職員協会 会長 秋田 剛 

 研究大会は、今回で７０回の節目の大会を迎えることとなりました。昭和２３
年に京都府において第１回が開催されて以来、毎年、研究発表や会員相互の情報
交換を行い、事務職員の資質の向上と学校事務の充実・発展に貢献してきました。
このことは、いつの時代でも、未来を担う子供たちのために、よりよい教育環境
を目指してきた会員の向上心と、熱意によるものが大きいと感じております。 

 しかしながら、参加人数が最大で４，０００名を超えた時から比べると１，０
００名を切るようになってきました。昨今は旅費や学校の事情等により、全国大
会に参加しにくい状況であるかもしれませんが、参加することにより他県の情報
を得られまた交流することができます。アンケートの結果からも参加してよかっ

たと回答する方も多くいらっしゃいますので、この機会を有効に活用していただきたいと思います。 

 学校教育法第 37条第 14項で「事務職員は、事務に従事する。」から「事務職員は、事務をつか
さどる。」に見直されました。これは、学校が急速に変わっていく中で、今まで以上に学校教育に
関心を持ち、事務職員として、何ができるかを考えていくことが望まれていると思います。この研
究大会の研究発表や分科会を活用していただき、自己研鑽の一助になればと願います。 

結びに、本研究大会が、事務職員の資質の向上と学校事務の充実・発展に貢献することを期待す
るとともに、会員の皆様のますますのご活躍と本大会の更なる発展・充実を祈念し、ご挨拶といた
します。 

平成２９年度 全国公立高等学校事務職員協会定期総会議案  

 第７０回全国公立高等学校研究大会は、石川県金沢市「石川県立音楽堂」を会場として、平成２
９年７月２７日～２８日の日程で開催されます。 

 大会初日に行われる平成２９年度定期総会の議案を掲載（議案書抜粋）しました。なお、初日の
開会式に引き続き「全国公立高等学校事務職員功労者表彰に関する内規」による功労者の表彰が行
われます。表彰者のお名前を１５ページ以降に掲載しました。 

●議案  

◇第１号議案 平成２８年度事業報告について   ・・・ ２ 

◇第２号議案 平成２８年度決算報告並びに監査報告について  ・・・ ６ 

◇第３号議案 次期開催地（案）について    ・・・ ７ 

◇第４号議案 役員改選（案）について    ・・・ ７ 

◇第５号議案 平成２９年度事業計画（案）について   ・・・ ８ 

◇第６号議案 平成２９年度予算（案）について     ・・・１０ 

●活動状況  

◇第６９回全国公立高等学校事務職員研究大会発表者一覧表   ・・・１１ 

◇平成２８年度 主な活動状況     ・・・１２ 

◇平成２９年度 主な活動予定     ・・・１３ 

◇全国公立高等学校事務職員研究大会分科会テーマ及び開催支部  ・・・１４ 

◎第７０回全国大会表彰者の方々     ・・・１５ 

◎全国公立高等学校事務職員協会会則    ・・・１８
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平成２９年度定期総会 議案 第１号から第６号を提出する。 

平成２９年７月２７日(木) 全国公立高等学校事務職員協会 会長 秋田 剛 

 

第１号議案   平成２８年度事業報告について 

（提案理由）全国公立高等学校事務職員協会 会則第１４条４項により、本案を提出する。 

 

 全国協会では、学校事務職員を取り巻く情勢を確実に捉えるとともに、総会及びホームページ等
に寄せられた会員の皆様の声を活動に反映すべく、第６９回定期総会で承認いただいた事業計画を
着実に実行することに努めました。また、「教育の改革と発展をめざして」を統一テーマに、本会
の目的である会員相互の緊密な連携と、学校経営事務管理の研究並びに会員の資質向上を図り、学
校教育の進展に寄与するため、様々な活動を展開しました。 

 以下、平成２８年度の事業活動について報告いたします。 

 

 １ 研究活動の推進 

   統一テーマ「教育の改革と発展をめざして」－学校経営事務の充実－を研究活動の基本に捉
えております。全国研究大会では３分科会にそれぞれのテーマを掲げ、学校事務の改善に向け
た研究を推進してきました。 

   第１分科会「学校組織マネジメント」～学校経営への参画～ 

   第２分科会「業務の改善と効率化」～実践と提案～ 

   第３分科会「今日的課題への提言」～多様な視点からの学校づくりを考える～ 

          ＊ 統一テーマは第４７回千葉大会（Ｈ6.7.26～7.29）で改正 

             分科会テーマは第６５回茨城大会（Ｈ24.7.25～7.27）で改正 

 

 ２ 研究大会の開催及び研究会の助成・協力 

 （1）全国研究大会の開催 

   平成２８年８月４日～５日にかけて、徳島県徳島市において第６９回全国研究大会を開催い
たしました。全国から８３８名の会員が参加しております。 

大会第１日目は、午後からの開会式で始まり、続いて行われた表彰式では出席された永年勤
続功労者１７名、役員功労者３名の方々に感謝状と記念品を、優秀研究１件の発表者の方々に
表彰状と記念品を贈りました。（表彰者総数は永年勤続１７８名、役員功労９名、優秀研究１
件） 

   文部科学省講話は、「今後の高等学校教育について」と題して、文部科学省初等中等教育局
参事官（学校運営支援担当）付学校運営支援企画官 高見 太也 氏から、学習指導要領改訂
の目的をわかりやすくご教示いただきました。また中教審における新井紀子氏の意見発表を受
け人工知能（ＡＩ）が創造的な問題解決ができる学校事務職員に代わることはできない。との
力強い言葉もいただきました。 
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   全体会は、阿波おどり振興協会理事長で同協会所属「天水連」連長でもある山田 実 氏を
お招きし、「魅力ある郷土芸能の伝承と発展」～徳島が世界に誇る阿波おどり～と題した記念
講演をいただきました。阿波おどりの起源、江戸時代から現代までの変遷についてエピソード
を交えて語られ、世界的に有名な阿波おどりの奥の深い部分も感じることができました。 

全体会の後、総会を開催し、代議員１５６名により平成２７年度事業報告・決算報告・同監
査報告及び平成２８年度事業計画案・同予算案が審議され、承認いただきました。また役員改
選案についても承認いただきました。 

   第２日目は、３つの会場で分科会を開催いたしました。第１及び第２分科会では、午前の部
が３本の研究発表、午後の部は基調講演、シンポジウムが行われました。前回大会で好評だっ
た紅白の団扇を使って会場参加者も意思表示ができる討議を行いました。第３分科会では、午
前が３本の研究発表、午後は班にわかれ、さらにグループ別の討議を行いました。討議には、
文部科学省の就学奨励費の担当官を招聘し、討議の様子を確認、グループ発表にも立ち会い、
班別討議も含めての講評をいただくことができました。短時間ではありましたが直接の意見交
換は有益なものでした。 

９件の研究発表者には、分科会の会場で賞状をお贈りしました。 

前回大会から開始した Web による参加者アンケート受付をいたしました。 

    

（別紙３「第６９回研究発表者一覧表」参照） 

 

  各分科会の基調講演、討議・対談、班別討議のテーマは、以下のとおりです。 

   ・第１分科会    徳島市あわぎんホール 大ホール 

     基 調 講 演 「組織力アップとチームワーク」 

     シンポジウム 「『チームとしての学校』で事務職員がリーダーになる」 

～事務職員の専門性・能力を発揮するために～  

   ・第２分科会   徳島市あわぎんホール 大会議室 

     基 調 講 演 「ワクワク仕事をしよう」～あなたの習慣が事務室を変える～ 

     シンポジウム 「効率的に仕事をするための習慣とは」～事務室の雰囲気を良くしよう
～ 

   ・第３分科会    徳島市あわぎんホール 

     班 別 討 議  就学奨励費について考える 

～特別支援学校での就学を支える制度運用の現状と課題等の考察～ 

             ４班各３グループに分かれて実施  

 

   分科会の様子については、大会終了後速やかに全国協会ホームページに掲載し、大会に参加
された方はもとより、参加できなかった会員の皆様にも伝えることができたのではないかと思
っております。 

   最後に、閉会式が行われました。徳島県実行委員会のご尽力と徳島県及び四国支部各県の事
務職員の皆様のご協力により大変有意義な実りある大会となりました。暑い夏の日々を今大会
のために、精一杯の準備・運営にあたられた実行委員会の方々に深く感謝を申し上げます。 

 

 



- 4 - 

 

 （2）事務職員研修会の開催 

平成２８年１１月２５日（金）東京都渋谷区・国立オリンピック記念青少年総合センターに
おいて、事務職員研修会を開催いたしました。 

「イクボス育成のススメ～育成すべきは若手よりミドルリーダーが先～」と題して、(株)マ
ネジメントサポート 研究開発専任講師室次長 吉野 有紀 氏を講師に招き、午前中は講義、
午後は事例演習・ロールプレイングの日程で行われました。 

後輩と先輩、上司と部下との間でミドルリーダーとしての指導の在り方、自己信頼を取り戻
す育てる作法の習得についてご指導いただき、全国から参加した６７名からは、概ね良い評価
をいただいています。 

 

（3）各支部への助成・協力 

各支部研究大会は、私たち会員が所属する各都道府県市協会の活動の源となるものです。本
協会は、これらの支部活動への助成とともに、支部大会へ役員を派遣してその研究内容の充実
を図るための支援をしてまいりました。その活動状況は、以下のとおりです。 

①  北海道支部 （札幌市）  平成２８年 ８月 １日（月）～ ８月 ２日（火） 
②  東北支部  （山形県）  平成２８年 ６月１６日（木）～ ６月１７日（金） 
③  関東支部  （千葉県）  平成２８年 ６月１７日（金） 
④  東海支部  （三重県）  平成２８年 ７月 １日（金） 
⑤  北信越支部  隔年開催 
⑥  近畿支部  （和歌山県） 平成２８年 ６月２２日（水） 
⑦  中国支部  （鳥取県）  平成２８年１０月２７日（木）～１０月２８日（金） 
⑧  四国支部  （徳島県）  平成２８年 ８月 ４日（木） 
⑨   九州支部  （熊本県）  平成２８年 ７月 ５日（火）～ ７月 ６日（水） 

  

（4）文部科学省・独立行政法人教員研修センター主催教職員中央研修第２回事務職員研修（事
務職員研修）への協力 

   本協会は、昭和２４年１１月、文部省主催第１回学校事務職員研究協議会、昭和５３年８月、
第１回文部省主催「公立高等学校事務職員幹部研修会」から運営に協力してきたところです。 

   平成１６年度から一般研修講座（ワークショップ）・幹部研修講座に代わり、学校組織運営
の一翼を担う事務職員として必要な、特色ある教育活動の推進、学校事務体制のマネジメント
等に関する専門的な知識等を習得させ、各地域の中核となる事務職員の育成を目的とした研修
講座のみになりました。平成２３年度からは、学校組織マネジメント指導者養成研修として開
催されていましたが、平成２８年度からは教職員中央研修としての位置づけがなされての開催
となりました。 

   平成２８年１０月１７日（月）～２１日（金）までの５日間、茨城県つくば市の独立行政法
人教員研修センターにおいて、各都道府県・指定都市から１１７名の方々が受講されました。 

   研修目的は学校の適切な運営、特色ある教育活動の推進のための高度で専門的な知識等を習
得させ、各地域の中核として教育に取り組む管理職を育成するというものです。 

本協会は、この研修会において指導・助言に協力いたしました。 
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３ 調査・広報活動の充実 

   全国協会の情報を迅速に会員へ伝達することを目的とし、会報「協会ニュース」第１９７
号、第１９８号、大会特集号及び増刊号を発行しました。全国大会及び第２回全国理事会、
事務職員研修の報告など全国の学校事務職員の大切な情報源となるよう構成しました。また、
「学校事務」誌の協力を得て、研究大会・研修会・講演会等の詳細をタイムリーに掲載し、
広報活動の充実に努めました。 

   協会の現状を紹介するために、「全国協会要覧（全国調査集計結果と合本）」を１１月２
４日に発行いたしました。「全国調査集計結果」は学校事務職員の動向を把握し協会活動の
指針とするために、昭和５１年度からアンケートを実施しています。調査項目は、従来の学
校数調査、行政職員数調査、人事交流・昇任退職・新規採用者数調査、諸手当調査、事務の
集約処理等調査、協会名・ホームページアドレス等に加え、現業職員から事務職員への任用
替え調査、予備調査として学校事務職員の採用形態、学校司書の採用等を調査し、昨今の学
校事務職員を取り巻く環境の変化について記録しております 

    インターネットによる広報活動の充実については、全国協会ホームページにより協会活動
の最新情報を提供できるよう努力しているところです。平成２８年４月～平成２９年３月の
１年間については訪問者数約１６，４００人、ページ表示回数約６０，６００回のアクセス
をいただきました。これからも、より充実した情報提供を図るため、積極的な情報提供をお
願いいたします。 

 

４ 文部科学省担当課との情報交換 

    平成２９年２月に文部科学省初等中等教育局企画課を訪問し、公立高等学校事務職員の採
用形態等の現状について情報交換をしました。その中で学校事務職員の専門性を高めるため
には、学校事務として職員を採用して、学校で人材育成を行っていくことが有効であること
を説明、文部科学省からも各都道府県市担当課に働きかけていただくよう要望しました。 

 

５ 組織の強化及び関係団体との協力 

  事務職員研修会の開催、支部研究大会への協力、広報活動の充実等により、各支部及び都道府
県市協会と一層の連携を密にして組織の強化を図りました。全国公立小中学校事務職員研究会、
全国公立学校事務長会、全国高等学校長協会と連携をとり、情報交換を行いました。 
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第２号議案　平成２８年度決算報告並びに監査報告について

   平成28年度決算報告　
一般会計

Ⅰ　収入の部  （単位：円）

予 算 額 決 算 額 比 較 増 減

1 9,954,500 9,947,000 △ 7,500

2 500,000 500,000 0

3 724 20 △ 704

4 1,247,776 1,247,776 0

5 1,000,000 1,000,000 0

12,703,000 12,694,796 △ 8,204

Ⅱ　支出の部  （単位：円）

予 算 額 決 算 額 比 較 増 減

1 3,425,000 2,914,723 510,277

1 事 務 費 5,000 1,620 3,380

2 消 耗 品 費 90,000 81,407 8,593

3 印 刷 費 500,000 308,340 191,660

4 本 部 旅 費 2,600,000 2,395,092 204,908

5 会 議 費 220,000 128,264 91,736

6 渉 外 費 10,000 0 10,000

2 8,070,000 7,611,347 458,653

1 広 報 費 50,000 40,110 9,890

2 通 信 連 絡 費 140,000 109,772 30,228

3 研 究 大 会 費 4,000,000 4,000,000 0

4 研 究 協 議 会 費 200,000 179,550 20,450

5 連 絡 旅 費 830,000 478,060 351,940

6 支 部 助 成 費 2,250,000 2,250,000 0

7 研 究 助 成 費 350,000 346,000 4,000

8 表 彰 費 250,000 207,855 42,145

3 0 0 0

4 0 0 0

5 1,000,000 1,000,000 0

6 208,000 100,000 108,000

12,703,000 11,626,070 1,076,930

Ⅲ　差引残額 　　　(単位 : 円）

特別会計（周年行事積立金） 　(単位 : 円）

前年度末積立金 今 年 度 積 立 金 預 金 利 息 積 立 合 計 額

952,855 0 88 952,943

特別会計（財政基金積立金） （単位：円）

前年度末積立金 今 年 度 積 立 金 預 金 利 息 貸 付 金 償 還 金 積 立 合 計 額

10,023,661 0 76 △ 1,000,000 1,000,000 10,023,737

上記のとおり報告します。

　　　会長 秋　田　　剛 　印　　

（監査報告）

上記の決算について、証拠書類、預金通帳、現金出納簿を精査したところ、適正かつ正確であることを認めます。

　　　監事 龍 田　彩 子 　印　　

　　　監事 武 田　清 司 　印　　

（提案理由）　全国公立高等学校事務職員協会　会則第14条第4項により本案を提出する。

11,626,070

差 引 残 額

1,068,726

平成29年7月27日　

平成29年7月26日　

摘 要

高校･中等2,669×＠3,000 特別支援･定776×＠2,500

日本教育公務員弘済会助成金

預金利息

平成27年度より繰越

財政基金積立金から借入（4～9月運営資金）

合 計

摘 要

事務手数料

事務用消耗品等

協会要覧・協会ニュース

科 目

運 営 費

常任理事会・全国大会

総会費・理事会費･常任理事会会場費

ホームページ維持費他

表彰状・協会要覧・資料等送料他

全国大会補助

事務職員研修会講師料・資料代

支部大会理事派遣・全国大会開催県打合せ

支部助成金@250,000×9支部

全国大会研究発表者等助成金他

永年勤続・研究発表者表彰状・筆耕料他

12,694,796

財政基金積立金へ償還

熊本地震義援金

合 計

支 出 決 算 額

科 目

会 費

助 成 金

雑 収 入

繰 越 金

借 入 金

科 目

収 入 決 算 額

周 年 行 事 積 立 金

財 政 基 金 積 立 金

事 業 費

周 年 行 事 積 立 金

財 政 基 金 積 立 金

償 還 金

予 備 費

科 目
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第３号議案 次期開催地（案）について 

（提案理由）全国公立高等学校事務職員協会 会則第１４条第４項により、本案を提出する。 

 

                 支 部 

 

第４号議案 役員改選（案）について 

（提案理由）全国公立高等学校事務職員協会 会則第１０条第１項及び第１４条第４項により、本
案を提出する。 

 

  会 長               

  副会長（総務・会計担当）               

  副会長（研究・広報担当）               

  副会長（第７１回開催県）               

  副会長（北海道支部長）                

  副会長（東北支部長）                 

  副会長（関東支部長）                 

  副会長（東海支部長）                 

  副会長（北信越支部長）                

  副会長（近畿支部長）                 

  副会長（中国支部長）                 

  副会長（四国支部長）                 

  副会長（九州支部長）                 

  監 事（第７０回開催県）                

  監 事（第７１回開催県）                
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第５号議案 平成２９年度事業計画（案）について 
 （提案理由）全国公立高等学校事務職員協会 会則第１４条第４項により、本案を提出する。 
 
 学校教育を取り巻く環境は大きく変化しており、学校経営の一翼を担う立場として、私たち学校事務

職員の役割はますます重要となっています。多様な教育活動の推進を踏まえ、学校経営に積極的に参画

し、本会の目的である学校教育効果の進展に寄与するために、次の事業を進めてまいります。 

  

１ 研究活動の推進 

（１）研究テーマの設定 

   社会の急激な変化と学校教育の多様化に対応できるように次のように基本テーマを定め、研究   

の推進に努めます。 

    

 統一テーマ「教育の改革と発展をめざして」～学校経営事務の充実～ 

 

分科会別テーマ 

 第１分科会「学校組織マネジメント」～学校経営への参画～ 

  ① 情報セキュリティ等に関すること 

  ② 事務の共同化と学校経営等に関すること 

  ③ 危機管理等に関すること 

  ④ その他、長期的視野に基づく調査・研究に関すること 

 第２分科会「業務の改善と効率化」～実践と提案～ 

  ① 情報処理能力の向上に関すること 

  ② 職場における創意工夫等に関すること 

  ③ 教育環境整備と予算等に関すること 

  ④ その他、実践的事務処理の調査・研究に関すること 

 第３分科会「今日的課題への提言」～多様な視点からの学校づくりを考える～ 

  ① 自由な主張と創造的な提言等に関すること   

  ② 仕事と健康等に関すること 

③ 問題発見・解決能力の育成等に関すること 

④ 特別支援教育の課題等に関すること 

  ⑤ その他、第１・第２分科会以外の調査・研究に関すること 

 

２ 研究大会の開催及び各研究会助成・協力 

（１）全国研究大会の開催 

平成２９年７月２７日・２８日の２日間、石川県金沢市において第７０回全国研究大会を開催いた

します。全国各地からの研究成果を発表していただき、パネルディスカッション及びケース・スタデ

ィにおいて参加者が積極的に意見交換をします。 

分科会の運営は司会者を実行委員会、助言者を全国協会常任理事があたります。 

研究発表者には助成金を交付して研究の推進充実・活性化を図り、事務職員の功労者とともに、優

秀な論文を本協会表彰に関する内規により表彰します。 

今年度の分科会は、次のように運営します。 

① 発表時間は１件４５分（質疑・助言を含む）とします。 

② 第１分科会と第２分科会では、昨年に引き続き意思表示用うちわを利用し、会場参加型の試

みを取り入れ行います。 

③ 第３分科会（今日的課題への提言）の午後は、ケース・スタディを試みます。   

少人数のグループに別れて、事例や課題等を共有し討議から学んで行きます。参加者が一人でも
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多く発言ができるよう配慮します。 

④ 様々な分野の有識者の考え方等を積極的に取り入れる観点を持ち、講師・パネリストを選定

しました。 

                                  

（２）事務職員研修会の開催 

第２回全国理事会に併せて、事務職員を対象とした研修会を開催します。メインテーマは「事務職

員に必要なスキルと心構え」とし、そのテーマの中で時宜を得た研修主題の検討・決定を行い、平成

２９年１１月１７日（金）国立オリンピック記念青少年総合センターを会場に開催します。研修への

期待感が大きいので、この研修の重要性を認識して運営にあたります。 

 

（３）各支部への助成・協力 

各支部への助成を行い、各支部研究大会の研究成果の充実と向上のために協力します。 

 

（４）文部科学省・独立行政法人教職員支援機構主催｢教職員等中央研修（事務職員研修）」への協力 

（平成２８年度から研修講座は、｢教職員等中央研修（事務職員研修）」と名称が変更されました。）

幹部職員等を対象に、平成２９年１０月１６日（月）から２０日（金）までの５日間、茨城県つくば

市の独立行政法人教職員支援機構において開催予定であり、教職員支援機構の依頼により研修内容に

ついて協力します。 

 

３ 調査・広報活動の充実 

ホームページ並びに協会ニュースを活用して、広報活動の充実を図ります。 

（１）調査について 

今年度も「全国調査」を行い、各都道府県市協会にとって参考になる関心度の高い項目を取り上げ

ていきます。 

① 組織・制度に関する諸調査 

   ② 事務職員の人事・給与に関する諸調査 

   ③ 事務改善に関する諸調査 

（２）広報について 

  ホームページについては、内容の充実と情報の即時性を目指して、以下のような情報発信をしてい

きます。 

①全国大会の事前紹介と結果報告 

   ②協会本部の活動状況 

   ③協会ニュース 

 

４ 組織の強化及び関係諸団体との協力 

事務職員研修会の開催、支部研究大会への協力、広報活動の充実等により、各支部及び都道府県市

協会と一層の連携を密にして組織の強化を図っていきます。 

全国公立小中学校事務職員研究会、全国公立学校事務長会、全国高等学校長協会その他の関係団体

と情報交換等の連携を深めます。 

 

本協会としては、教育環境や教育条件の変革の時代への対応を考えながら、教育の改革と発展のため

に、新たな学校教育の条件整備に努力していきます。 
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第６号議案　平成２９年度予算（案）について

平成29年度予算（案） 

一般会計

Ⅰ　収入の部 （単位：円）

今 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 減

1 9,675,500 9,954,500 △ 279,000

2 250,000 500,000 △ 250,000

3 31 724 △ 693

4 1,068,726 1,247,776 △ 179,050

5 1,000,000 1,000,000 0

6 953,093 0 953,093

12,947,350 12,703,000 244,350

Ⅱ　支出の部 （単位：円）

今 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較 増 減

1 2,685,000 3,425,000 △ 740,000

1 事 務 費 5,000 5,000 0

2 消 耗 品 費 220,000 90,000 130,000

3 印 刷 費 250,000 500,000 △ 250,000

4 本 部 旅 費 2,000,000 2,600,000 △ 600,000

5 会 議 費 200,000 220,000 △ 20,000

6 渉 外 費 10,000 10,000 0

2 8,250,000 8,070,000 180,000

1 広 報 費 50,000 50,000 0

2 通 信 連 絡 費 130,000 140,000 △ 10,000

3 研 究 大 会 費 4,000,000 4,000,000 0

4 研 究 協 議 会 費 180,000 200,000 △ 20,000

5 連 絡 旅 費 1,100,000 830,000 270,000

6 支 部 助 成 費 2,250,000 2,250,000 0

7 研 究 助 成 費 300,000 350,000 △ 50,000

8 表 彰 費 240,000 250,000 △ 10,000

3 953,093 0 953,093

4 1,000,000 1,000,000 0

5 59,257 208,000 △ 148,743

12,947,350 12,703,000 244,350

特別会計（周年行事積立金） （単位：円）

前年度末積立金 預 金 利 息 周 年 行 事 費 積 立 合 計 額

952,943 150 △ 953,093 0

特別会計（財政基金積立金） （単位：円）

前年度末積立金 預 金 利 息 大 会 補 助 金 貸 付 金 償 還 金 積 立 合 計 額

10,023,737 63 △ 800,000 △ 1,000,000 1,000,000 9,223,800

（提案理由）　全国公立高等学校事務職員協会　会則第14条第4項により本案を提出する。

財政基金積立金へ償還

表彰状・協会要覧・資料等送料他

全国大会補助

事務職員研修会事業費

支部大会理事派遣・全国大会開催県打合せ

支部助成金＠250,000×9支部

運 営 費

事 業 費

全国大会研究発表者等助成金他

永年勤続・研究発表者表彰状代等

周年行事式典費用

協会要覧印刷費

常任理事会・全国大会

総会費・理事会費･常任理事会会場費

関係団体諸連絡経費等

会 費

助 成 金

ホームページ維持費他

合 計

摘 要

事務手数料

事務用消耗品等  

科 目

合 計

科 目

科 目

周年行事積立金会計より

摘 要

高校・中等2,591×＠3,000　 特支・定761×＠2,500

日本教育公務員弘済会助成金

預金利息

平成28年度より繰越

財政基金積立金から一時借入（４～９月運営資金）

雑 収 入

繰 越 金

借 入 金

繰 入 金

科 目

財 政 基 金 積 立 金

周 年 行 事 積 立 金

周 年 行 事 費

償 還 金

予 備 費
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●活動状況  

第６９回 全国公立高等学校事務職員研究大会（徳島大会） 

研究発表者一覧表 

分
科
会 

研 究 発 表 テ ー マ 

発 表 者 

学 校 名 職 名 氏 名 

第
１
分
科
会 

学校事務職員の『絆』 
～ＧＪ Ｗｏｒｋ Ｎｏｔｅ 後輩へ
贈る仕事術～ 

熊本県立水俣高等学校    

熊本県立八代工業高等学校 

熊本県立八代工業高等学校 

主任事務職員 

主任事務職員 

事務職員 

松本 哲郎 

田中 拓海 

松永 朋美 

教員と学校事務職員の「協働」におけ
る一考察 

～校内ネットワークと ICT を通して～ 

京都府立網野高等学校 

京都府立宇治支援学校 

京都府立洛西高等学校 

主 任 

主 事 

主 事 

松井 宏介 

荒谷 ゆい子 

吉原  将 

役に立つ「学校事務Ｑ＆Ａ」集 
～学校事務に携わる職員のために～ 

 

山形県立新庄神室産業高等学
校 

山形県立楯岡特別支援学校  

事務部次長 

事務部長 

林  信治 

小室 邦秀 

第
２
分
科
会 

「香川県立学校授業料等管理システ
ム」について 

 

香川県立多度津高等学校   

香川県立観音寺中央高等学校  

香川県立琴平高等学校    

事務部長 

主 任 

主 任 

髙﨑 明広 

河野 清見 

日向 喜久子 

本県、事務職員協会の取り組み 
公正性、適法性の確保された会計事務
の実現に向けて 

 

福井県立高志高等学校     

 

事務長 

 

栢場 一郎 

学校から発生する廃棄物の適切な処理
方法 

～初心者へのガイダンス～ 

 

北海道室蘭栄高等学校      

 

事務主任 

 

山田 政紀 

第
３
分
科
会 

災害時の備えはできていますか？ 
～災害備蓄編～ 

千葉県立市原緑高等学校 

千葉県立袖ヶ浦高等学校   

主 事 

主 事 

田代 優太 

栗原 千宏 

災害発生！水は？電気は？ 
～事務職員ができること～ 

岐阜県立東濃ﾌﾛﾝﾃｨｱ高等学校  

岐阜県立岐阜総合学園高等学校  

岐阜県立東濃実業高等学校   

主 査 

主 査 

 

若尾 美奈 

山本 知香 

赤塚 直毅 

就学奨励費って何？ 
～理解を深めるために～「就学奨励費
のしおり」（改訂版）の作成 

 

北海道札幌視覚支援学校   

 

主任主事 

 

渡部 英子 

※  発表者の学校名、職氏名は発表当時のものです  
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月

22日 (金)

22日 (金)

22日 (金)

2日 (月)

13日 (金)

26日 (木)

26日 (木)

26日 (木)

1日 (水)

16日 (木) ～ 17日 (金)

17日 (金)

22日 (水)

24日 (金)

24日 (金)

1日 (金)

5日 (火) ～ 6日 (水)

15日 (金)

15日 (金)

1日 (月) ～ 2日 (火)

3日 (水)

3日 (水)

4日 (木) ～ 5日 (金)

4日 (木) ～ 5日 (金)

4日 (木)

4日 (木)

12日 (金)

24日 (水)

26日 (金)

26日 (金)

26日 (金)

13日 (火)

23日 (金)

23日 (金)

14日 (金)

14日 (金)

17日 (月) ～ 21日 (金)

27日 (木) ～ 28日 (金)

1日 (火)

2日 (水)

4日 (金)

4日 (金)

4日 (金)

9日 (水)

24日 (木)

24日 (木)

25日 (金)

25日 (金)

9日 (金)

9日 (金)

1日 (日)

11日 (水)

20日 (金)

20日 (金)

27日 (金)

27日 (金) 第１４回学事出版教育文化賞表彰式、新年会

7日 (火) ～ 8日 (水)

24日 (金)

1日 (水)

1日 (水)

16日 (木)

研究部会

国立オリンピック記念青少年総合センター

事務職員研修会

中央教育審議会教育課程企画特別部会への意見書提出 文部科学省（東京都千代田区）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

研究部会

研究部会　

財団法人小山台会館（東京都品川区）

協会ニュース「第１９７号」発行　ＨＰ配信　

第５回常任理事会 去来荘（群馬県利根郡みなかみ町）

第１３１回「学校事務」誌編集会議

第１回全国大会合同打合会

財団法人小山台会館（東京都品川区）

第７０回全国大会文部科学省 後援申請依頼 文部科学省へ電子申請

協会ニュース「第１９８号」発行　ＨＰ配信

協会発行（広報部）

第４回常任理事会

3

10

12

1

11
学事出版（東京都千代田区）

第１３２回「学校事務」誌編集会議 学事出版（東京都千代田区）

協会発行（広報部）

研究部会

公益財団法人日本教育公務員弘済会助成金贈呈（平成２９年度分） 第一ホテル両国（東京都墨田区）

協会ニュース増刊号（３月号）　HP配信 協会発行（広報部）

第２回全国大会石川大会合同打合会 県立音楽堂（石川県金沢市）

5

第１３０回「学校事務」誌編集会議 学事出版（東京都千代田区）

6

8

東京都立一橋高等学校

研究部会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

第６９回全国大会（徳島大会）

全国公立学校事務長会総会

平成２８年度　全国公立高等学校事務職員協会　主な活動状況

日（曜日） 会　　　議　　　等 場　　　所　　　等

研究部会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

4

第６９回徳島大会文部科学省講話、巻頭言依頼 文部科学省（東京都千代田区）

第６回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

ホテルキャッスル（山形県山形市）

総務部　功労者表彰推薦締切、審査開始 群馬県立前橋南高等学校

ホテルポートプラザ千葉（千葉県千葉市）

第１２９回「学校事務」誌編集会議 学事出版（東京都千代田区）

第７回常任理事会　功労者表彰内定確認 財団法人小山台会館（東京都品川区）

研究部会

総務部　功労者表彰内定者名簿発送 群馬県立前橋南高等学校

関東支部研究協議会 大宮ソニックシティ（埼玉県さいたま市）

協会発行（広報部）

第１０回常任理事会

ホテルライフォート札幌（北海道札幌市）

関東支部大会　

近畿支部大会　役員派遣

協会発行（広報部）

東北支部大会　　

財団法人小山台会館（東京都品川区）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

協会ニュース「大会速報」発行　HP配信

総務部　功労者表彰状発送

協会発行（広報部）

富山国際会議場（富山県富山市）

パークウエストン（徳島県徳島市）

パークウエストン（徳島県徳島市）

平成２８年度全国協会要覧発行

第２回常任理事会（全体会）、第２回全国理事会 国立オリンピック記念青少年総合センター

中国支部大会

7

東海支部大会　役員派遣 四日市市文化会館（三重県四日市市）

第２回全国理事会文部科学省　講話依頼 文部科学省（東京都千代田区）

第１回常任理事会

総務部会　功労者推薦審査終了 財団法人小山台会館（東京都品川区）

九州支部大会 ＫＫＲホテル熊本（熊本県熊本市）

四国支部大会

ホテルアバローム紀の国（和歌山県和歌山市）

第８回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

北海道支部大会

財団法人小山台会館（東京都品川区）

研究部会

研究部会

第９回常任理事会

平成２８年度教職員等中央研修第2回事務職員研修 教員研修センター（茨城県つくば市）

群馬県立前橋南高等学校

第１回常任理事会(全体会）、第１回全国理事会

事務職員の職務内容見直しの検討のための有識者ヒアリング出席 文部科学省（東京都千代田区）

協会ニュース「大会特集号」発行　紙媒体・HP配信

9 研究部会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

第３回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

第７０回全国大会通知配信　HP配信 協会配信（広報部）

第２回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

国立オリンピック記念青少年総合センター

2
文部科学省訪問（公立学校事務職員の任用状況説明） 文部科学省（東京都千代田区）

あわぎんホール（徳島県徳島市）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

東京ガーデンパレス（東京都文京区）

県民ふれあい会館（鳥取県鳥取市）

去来荘（群馬県利根郡みなかみ町）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

東京都立一橋高等学校
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月

26日 (水)

26日 (水)

26日 (水)

2日 (火)

12日 (金)

26日 (金)

26日 (金)

26日 (金)

26日 (金)

上 旬

8日 (木) ～ 9日 (金)

8日 (木) ～ 9日 (金)

16日 (金)

22日 (木)

23日 (金)

23日 (金)

29日 (木) ～ 30日 (金)

7日 (金)

7日 (金)

7日 (金)

下 旬

26日 (水)

26日 (水)

27日 (木) ～ 28日 (金)

未 定

3日 (木) ～ 4日 (金)

3日 (木) ～ 4日 (金)

18日 (金)

25日 (金)

25日 (金)

25日 (金)

未 定

29日 (金)

29日 (金)

13日 (金)

13日 (金)

16日 (月) ～ 20日 (金)

19日 (木) ～ 20日 (金)

19日 (木) ～ 20日 (金)

上 旬

2日 (木)

2日 (木)

10日 (金)

16日 (木)

16日 (木)

16日 (木)

17日 (金)

17日 (金)

未 定

8日 (金)

8日 (金)

1日 (月)

上 旬

19日 (金)

19日 (金)

未 定

未 定

2 未 定

上 旬

中 旬

中 旬

財団法人小山台会館（東京都品川区）

第９回常任理事会

第７回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

第７０回全国大会（石川大会） 石川県立音楽堂（石川県金沢市）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

第７０回全国大会文部科学省講話、巻頭言依頼 文部科学省（東京都千代田区）

関東支部大会　　

研究部会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

10

協会ニュース「第１９９号」発行　ＨＰ配信 協会発行（広報部）

研究部会

学事出版（東京都千代田区）

総務部　功労者表彰内定確認

近畿支部大会　

エテルナ高崎（群馬県高崎市）

第８回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

平成２９年度　全国公立高等学校事務職員協会　主な活動状況・予定

日（曜日） 会　　　議　　　等 場　　　所　　　等

総務部会　功労者推薦審査終了 財団法人小山台会館（東京都品川区）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

総務部　功労者表彰推薦締切、審査開始 群馬県立前橋南高等学校

財団法人小山台会館（東京都品川区）

ピアザ淡海（滋賀県大津市）

四国支部大会 にぎたつ会館（愛媛県松山市）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

東北支部大会　役員派遣 仙台ガーデンパレス（宮城県仙台市）

九州支部大会　 アルカス佐世保（長崎県佐世保市）

総務部　功労者表彰内定者名簿発送 埼玉県立羽生実業高等学校

ホテルライフォート札幌（北海道札幌市）

全国公立学校事務長会総会   国立オリンピック記念青少年総合センター

第１３３回「学校事務」誌編集会議

第６回常任理事会

研究部会

第１回常任理事会(全体会）、第１回全国理事会 ANAクラウンプラザホテル金沢（石川県金沢市）

研究部会

第１３４回「学校事務」誌編集会議

総務部　功労者表彰状発送 埼玉県立羽生実業高等学校

学事出版（東京都千代田区）

東海支部大会 （未定）

北海道支部大会　役員派遣

財団法人小山台会館（東京都品川区）

ピュアリティまきび（岡山県岡山市）

研究部会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

第１０回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

協会ニュース「大会速報」発行　HP配信 協会発行（広報部）

協会発行（広報部）

第３回常任理事会

第２回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

第１３５回「学校事務」誌編集会議

全国協会創立７０周年記念誌発行 協会発行（広報部）

関東支部研究協議会　 ホテルレイクビュー水戸（茨城県水戸市）

平成２９年度全国協会要覧発行

1

協会ニュース「第２００号」発行　ＨＰ配信

第２回全国大会合同打合会

第７１回全国大会文部科学省 後援申請依頼

（未定）

学事出版（東京都千代田区）第１３６回「学校事務」誌編集会議

第５回常任理事会

財団法人小山台会館（東京都品川区）研究部会

財団法人小山台会館（東京都品川区）

文部科学省へ電子申請

協会発行（広報部）

第１回全国大会合同打合会 国立オリンピック記念青少年総合センター

3

協会ニュース増刊号（３月号）発行　HP配信 協会発行（広報部）

公益財団法人日本教育公務員弘済会助成金贈呈（平成３０年度分） （未定）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

事務職員研修会 国立オリンピック記念青少年総合センター

4

5

北信越支部大会　役員派遣 パレブラン高志会館（富山県富山市）

学事出版（東京都千代田区）

研究部会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

6

11

全国協会７０周年記念式典 ANAクラウンプラザホテル金沢（石川県金沢市）

第２回常任理事会（全体会）、第２回全国理事会

第１回常任理事会 財団法人小山台会館（東京都品川区）

中国支部大会　役員派遣

研究部会

12

協会ニュース「大会特集号」発行　ＨＰ配信 協会発行（広報部）

7

平成２９年度教職員等中央研修第2回事務職員研修 教員研修センター（茨城県つくば市）

第２回全国理事会文部科学省　講話依頼 文部科学省（東京都千代田区）

8

9

協会配信（広報部）第７１回全国大会通知配信　HP配信

研究部会

財団法人小山台会館（東京都品川区）

研究部会

第１５回学事出版教育文化賞表彰式、新年会

国立オリンピック記念青少年総合センター

（未定）

財団法人小山台会館（東京都品川区）

第４回常任理事会
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全国公立高等学校事務職員研究大会分科会テーマ及び開催支部 
 

全国研究大会分科会テーマ 

第

１

分

科

会 

「学校組織マネジメント」 
～学校経営への参画～ 

①情報発信と情報セキュリティ等に関すること 
②事務の共同化と学校経営等に関すること 
③危機管理等に関すること 
④その他、長期的視野に基づく調査・研究に関すること 

第

２

分

科

会 

「業務の改善と効率化」 
～実践と提案～ 

①情報処理能力の向上に関すること 
②職場における創意工夫等に関すること 
③教育環境整備と予算等に関すること 
④その他、実践的事務処理の調査・研究に関すること 

第

３

分

科

会 

「今日的課題への提言」 
～多様な視点からの学校づくりを考える～ 

①自由な主張と創造的な提言等に関すること 
②仕事と健康等に関すること 
③問題発見・解決能力の育成等に関すること 
④特別支援教育の課題等に関すること 
⑤その他、第１・第２分科会以外の調査・研究に関すること 

 

全国研究大会開催支部 

年 
度 

回 

数 
開 催 
支部名 

年 

度 

回 

数 

開 催 
支部名   

27 68 九州 34 75 東北 

28 69 四国 35 76 九州 

29 70 北信越 36 77 北海道 

30 71 中国 37 78 四国 

31 72 近畿 38 79 北信越 

32 73 東海 39 80 中国 

33 74 関東 40 81 近畿 
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第７０回全国大会表彰者の方々  

 

 

　第３条第１号該当　（３０年勤続）

番号 都道府県名 氏　　　名 番号 都道府県名 氏　　　名

1 北海道 中 野 肇 41 千葉県 永 井 博 史

2 英 雅 則 42 長 谷 川 雅 昭

3 青森県 八 戸 雪 絵 43 鈴 木 和 子

4 奈 良 敏 弘 44 小 野 寺 誠

5 宇 野 匡 充 45 石 井 裕 則

6 小 野 満 46 岡 田 真 由 美

7 山 本 勇 47 齋 藤 浩 子

8 佐 々 木 桂 子 48 静岡県 大 瀧 志

9 山 本 奨 49 加 藤 由 佳 利

10 竹 内 久 雄 50 稲 葉 吉 之

11 佐 々 木 久 美 子 51 村 松 涼 子

12 秋田県 栗 谷 幸 晴 52 平 野 裕 美

13 岩手県 及 川 揚 子 53 鈴 木 英 明

14 佐 々 木 健 一 54 萩 原 義 久

15 伊 東 清 勝 55 中 村 実

16 宮城県 遠 藤 和 則 56 大 津 久 美 子

17 中 鉢 博 昭 57 大 木 孝 之

18 星 正 実 58 愛知県 稲 垣 誠

19 茨城県 清 水 伸 一 59 稲 垣 伸 恵

20 佐 伯 浩 司 60 三 輪 友 絵

21 藤 﨑 早 苗 61 富山県 中 村 琴 美

22 駒 場 一 吉 62 信 清 和 美

23 大 塚 智 恵 子 63 坪 島 勇

24 浅 野 邦 一 64 石川県 林 淳 子

25 會 澤 高 子 65 京都府 上 堀 裕 巳

26 群馬県 三 本 宝 蔵 66 廣 瀬 由 香

27 須 永 利 子 67 村 田 純 子

28 永 田 和 恵 68 中 尾 満 里

29 田 口 薫 69 森 田 聡 子

30 石 川 真 由 美 70 安 達 留 美

31 小 林 清 美 71 杉 本 幸 夫

32 埼玉県 大 原 三 夫 72 宮 村 泰 子

33 佐 藤 公 禎 73 上 田 泰 司

34 広 瀬 朗 74 上 羽 弘 子

35 山 口 一 夫 75 谷 口 雅 康

36 山 本 智 之 76 奈良県 上 北 浩 二

37 和 田 勇 77 楳 田 久 子

38 千葉県 桒 田 勝 次 78 和歌山県 久 保 直 美

39 佐 藤 鉄 男 79 坂 本 好 志

40 矢 頭 幸 恵 80 志 賀 佳 世 子
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番号 都道府県名 氏　　　名 番号 都道府県名 氏　　　名

81 和歌山県 瀧 本 修 121 愛媛県 浅 田 ゆ か り

82 西 川 恭 子 122 上 甲 絹

83 藤 本 公 子 123 細 田 恵 美

84 松 岡 伸 和 124 内 山 要 二

85 大阪市 岡 田 有 功 125 倉 井 修

86 川 又 健 一 126 眞 浦 一 男

87 永 村 和 美 127 森 田 敏 喜

88 大阪市 國 廣 祐 紀 子 128 福岡県 古 野 和 久

89 兵庫県 馬 場 る み か 129 川 本 斉

90 川 原 和 子 130 髙 橋 龍 彦

91 谷 元 浩 好 131 森 部 一 文

92 森 脇 真 由 美 132 松 尾 勝 彦

93 武 田 英 里 133 嘉 村 知 久

94 佐 野 く る み 134 川 口 秀 樹

95 尾 花 行 芳 135 富 松 千 恵

96 尾 崎 隆 博 136 木 下 剛

97 松 井 康 文 137 長 野 浩 臣

98 岡山県 松 本 典 子 138 橋 本 英 明

99 森 本 浩 司 139 平 尾 昌 彦

100 廣 石 肇 140 大 西 由 夫

101 藤 原 賢 二 141 山 本 美 都 子

102 山 本 恭 子 142 加 藤 孝

103 井 上 尚 昌 143 川 原 達 子

104 平 岡 明 子 144 佐賀県 吉 村 俊 也

105 髙 谷 幹 彦 145 鍋 山 正 一

106 齋 藤 毅 146 谷 口 恭 子

107 広島県 米 澤 由 利 子 147 長崎県 鹿 島 一 雄

108 山口県 後 藤 誠 司 148 岡 田 明 美

109 鳥取県 野 口 哲 也 149 一 瀬 智 信

110 岩 好 茂 150 北 島 恵

111 植 木 敏 郎 151 熊 井 惠 子

112 香川県 宮 崎 恵 子 152 伊 藤 祐 美 子

113 谷 口 園 美 153 熊本県 瀬 髙 啓 介

114 高 井 香 央 里 154 松 本 博 文

115 徳島県 藤 野 正 敏 155 鹿児島県 中 尾 純 則

116 湯 浅 啓 子 156 松 野 浩 次

117 髙 鍋 豊 和 157 諏 訪 え り 子

118 愛媛県 篠 原 正 樹 158 永 田 幸 二

119 日 和 佐 富 美 彦 159 榎 田 聡

120 今 井 純 子 160 橋 口 義 和

福岡県
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第６９回全国研究大会優秀研究発表者の表彰について 

 
 「全国公立高等学校事務職員功労者表彰に関する内規」第２条及び第３条第３号並びに「功労者表彰に関する全国理事

会の申し合わせ事項」第５項により、次の方を最優秀に準ずる者として推挙し表彰する。 
 
                                                             （順番は分科会順、発表順） 

No 研 究 発 表 テ ー マ  
発 表 者  

学 校 名 ・ 職 氏 名 

１ 

学校事務職員の『絆』 

～ＧＪ Ｗｏｒｋ Ｎｏｔｅ 後輩へ贈る 

仕事術～ 

 

熊本県立水俣高等学校 主任事務職員    松本 哲郎 

熊本県立八代工業高等学校 主任事務職員 田中 拓海 

熊本県立八代工業高等学校 事務職員    松永 朋美 

２ 

就学奨励費って何？ 

～理解を深めるために～「就学奨励費のしお

り」（改訂版）の作成 

 

北海道札幌視覚支援学校  主任主事  渡部 英子 

※ 発表者の学校名、職氏名は発表当時のものです 

 

 

　第３条第２号該当　（役員功労）

番号 都道府県名 氏　　　名 番号 都道府県名 氏　　　名

161 鹿児島県 岩 上 成 美 1 秋田県 久 保 直 行

162 沖縄県 平 良 智 2 茨城県 塩 田 善 久

3 群馬県 奈 良 紀

4 千葉県 萩 原 文 雄

5 東京都 原 と き 枝

6 愛知県 後 藤 捨 成

7 兵庫県 及 川 泰 秀

8 鳥取県 上 山 憲 二

9 高知県 阪 本 章 広

10 福岡県 満 生 順 子

11 長崎県 吉 田 信 二

12 宮崎県 長 友 雅
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資料 全国公立高等学校事務職員協会関係規程 

 

全国公立高等学校事務職員協会会則 
 
                                                   

                                 昭和３１年８月２日 決議 
                                 昭和３１年８月２日  施行 
      第 １ 章   総  則 
（名 称） 
第 １ 条  本会は、全国公立高等学校事務職員協会（以下「本会」という。）と称する。 
（目 的） 
第 ２ 条  本会は、会員相互の緊密な連携のもとに、学校経営と事務管理の研究並びに会員の資質向上を図り、

もって学校教育効果の進展に寄与することを目的とする。 

（事 業） 
第 ３ 条  本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 
       ① 学校経営と事務管理に関する研究 
       ② 会員の教養と資質向上に関する事業 
       ③ 研究大会の開催 
       ④ その他本会の目的達成に必要な事業 
（事務所） 
第 ４ 条  本会の事務所は、会長在任校に置く。 
 
      第 ２ 章   組  織 
（会 員） 
第 ５ 条  本会の会員は、全国公立の高等学校、中等教育学校、高等専門学校、特別支援学校に勤務する事務職

員並びに事務に従事するその他の職員をもって構成する。 
（運 営） 
第 ６ 条  本会の運営は、本会則によるほか別に定める規則による。 
（支部及び都道府県市協会） 
第 ７ 条  本会は別表のとおり地方に支部及び都道府県市に都道府県市協会を置き、それぞれに支部長、協会長

を置く。 
        ２  支部及び都道府県市協会は、支部規則又は都道府県市協会規則を定め、改廃した時は、会長に報告す

る。 
 
      第 ３ 章  役員、顧問及び相談役 
（役 員）  
第 ８ 条  本会に次の役員を置く。 
       会 長   副会長  １２名以内   会 計  １名 
              監 事  ２名   常任理事 ３０名以内 
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（役員の任務）                                                  
第 ９ 条  役員の任務は次のとおりとする。 
       ① 会長は、会務を総理し、機関を招集し、本会を代表する。 
       ② 副会長は、会長を補佐し、会長事故あるときはこれを代わる。 
            ③ 会計は、本会の会計を掌る。 
       ④ 監事は、本会の事業及び会計を監査する。 
            ⑤ 常任理事は、本会の会務を分掌処理する。 
（役員選出） 
第 10 条  本会の会長・副会長及び監事は、総会において選出する。   
    ２  会計及び常任理事は会長が指名する。 
    ３  全国大会開催地実行(準備)委員長は総会の承認により本会の副会長を兼ねる。 

４  第７条に定める支部長は総会の承認により本会の副会長を兼ねる。 

（役員の任期） 
第 11 条  本会の役員の任期は、１年とする。ただし、再任を妨げない。 
（顧問及び相談役） 
第 12 条  本会に顧問及び相談役を置くことができる。 
    ２  顧問は、会長が全国理事会の承認を経て前会長を委嘱する。 
    ３  相談役は、会長が会長経験者を委嘱する。 
    ４  顧問及び相談役は、会長の諮問に応ずる。 
 

第 ４ 章   機  関 
（議決機関）  
第 13 条  本会に次の機関を置く。 

①  総  会  ② 全国理事会 
    ２  総会、全国理事会は定数の過半数により成立し、その議決は出席者の過半数による。可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 
（総 会） 
第 14 条  総会は本会の最高議決機関で代議員をもって構成する。 
    ２  代議員は、各都道府県市協会から選出された者をもって充て，代議員定数は、各都道府県市協会の加

盟校数による。５０校未満は２名、５０校以上１００校未満は４名、１００校以上２００校未満は６

名、２００校以上は８名とする。 
    ３  総会は、毎年１回開催する。ただし、全国理事会の要求があったとき、もしくは会長が必要と認めた

ときは臨時に開くことができる。 
    ４  総会の議決事項は、次のとおりとする。 
       ① 会則の改廃  ② 事業計画の審議及び事業報告の承認   
       ③ 予算の審議及び決算の承認  ④ 役員の選任と承認  ⑤ その他重要事項 
（全国理事会） 
第 15 条  全国理事会は、総会に次ぐ議決機関で、都道府県市協会長で構成する。  
    ２  全国理事会は、毎年２回以上開催し、次の事項を審議する。       
              ① 総会に付託する議案の審議  ② 本会則施行のため必要な諸規則の制定、改廃 
       ③  役員候補者の受理  ④ その他必要な事項 

（執行機関） 
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第 16 条  本会に次の執行機関を置く。 
       ① 常任理事会 
（常任理事会） 
第 17 条  常任理事会は、会長・副会長・会計・監事及び常任理事をもって構成する。 
    ２  常任理事会の運営に関しては、別に定める。 
 

      第 ５ 章  研究大会 
（研究大会） 
第 18 条  研究大会は、毎年１回以上全国及び地方ごとに開くものとし、全国研究大会は、総会と同一時期に、

同一会場で開くものとする。 
    ２  研究大会の出席者は、参加費及び資料費を納入するものとする。 
（研究発表） 
第 19 条  本会の会員は、研究大会において発表し、その討議に加わるものとする。 
 
      第 ６ 章  会  計 
（収入及び経費） 
第 20 条  本会の経費は、会費・補助金・その他の収入をもって充てる。 

２  会費は、高等学校、中等教育学校、高等専門学校は１校当たり年額３，０００円、定時制単独校、通信

制単独校、定時制･通信制併置校、特別支援学校は１校当たり年額２，５００円とする。ただし、事業

推進のため必要あるときは、全国理事会の議決により、臨時に会費を徴収することができる。 
（会計年度） 
第 21 条  本会の会計年度は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 
              ただし、総会において予算案が承認されるまでの間は、例年執行される経常的な収支については、常

任理事会で審議の上、会長の決定において処理できるものとする。 
 
      第 ７ 章  連合組織 
（連合組織） 
第 22 条  本会は、全国公立小中学校事務職員研究会と連合して、全国公立学校事務職員連合協議会を構成する。 
 
      第 ８ 章  その他 
（褒 賞） 
第 23 条  本会は、別に定める方法により特に功労のあった者を褒賞することができる。 

 
  附 則  （昭和３１．８．３改正） 

    この会則は、昭和３１年８月３日から施行する。ただし、第２１条については昭和３１年に限り昭和３１年８

月１日から昭和３２年６月３０日までとする。 
  附 則  （昭和４４．７．３１改正） この会則は、昭和４３年８月３日から施行する。 
  附 則  （昭和４４．７．３０改正） この会則は、昭和４４年７月３０日から施行する。 
  附 則  （昭和４７．７．２６改正） この会則は、昭和４８年８月１日から施行する。 
  附 則  （昭和４８．８．１改正）  この会則は、昭和４９年７月１日から施行する。 
  附 則  （昭和５０．７．２９改正） この会則は、昭和５１年７月１日から施行する。 
  附 則  （昭和５２．１０．２６改正）この会則は、昭和５３年７月１日から施行する。 



- 21 - 

 

  附 則  （昭和５６．７．２９改正） この会則は、昭和５６年７月２９日から施行する。 
  附 則  （平成４．１１．３０改正） この会則は、平成５年７月２８日から施行する。 
  附 則  （平成６．７．２７改正）  この会則は、平成７年７月１日から施行する。 
  附 則  （平成９．７．３０改正）  この会則は、平成１０年７月１日から施行する。 
    附 則    （平成１２．８．２改正）    この会則は、平成１３年４月１日から施行する。 
    附 則    （平成１５．８．８改正）    この会則は、平成１６年４月１日から施行する。 
    附 則    （平成１７．７．２７改正）  この会則は、平成１８年４月１日から施行する。 
    附 則    （平成１９．７．２５改正）  この会則は、平成１９年７月２５日から施行する。 

附 則  （平成２３．７．２８改正）   

この会則は､平成２３年７月２８日から施行し､平成２３年４月１日から適用する｡ 

附 則  （平成２４．７．２６改正） 

       この会則は､平成２４年７月２６日から施行し､平成２４年４月１日から適用する｡ 

 

 

（別 表） 

   支部名                 都 道 府 県 市 協 会   協会数  
  北海道   北海道      １ 
  東 北   青森、秋田、岩手、山形、宮城、福島      ６ 
  関 東   茨城、群馬、栃木、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、横浜市      ９ 
  東 海   静岡、愛知、岐阜、三重、名古屋市      ５ 
  北信越   新潟、富山、石川、福井、長野      ５ 
  近 畿   滋賀、京都府、奈良、和歌山、大阪府、兵庫、京都市、大阪市、神戸市      ９ 
  中 国   岡山、広島、山口、鳥取、島根 、広島市      ６ 
  四 国   香川、徳島、高知、愛媛      ４  
  九 州   福岡、大分、佐賀、長崎、熊本、宮崎、鹿児島、沖縄      ８ 
  合 計      ５３ 



本部活動報告  

●常任理事会 

 4月 26日 石川大会の運営等について 

 5月 26日  〃 

 6月 23日  〃 

 7月  7日  〃 

 

●各支部大会派遣 

  6月 8日～ 9日 東北支部大会（宮城県） 

8月 3日～ 4日 北海道支部大会（札幌市） 

10月 19日～20日 北信越支部大会（富山県） 

10月 19日～20日 中国支部大会（岡山県） 

●常任理事異動 

退任（3/31 付） 

研究部 戸倉 俊彦 

（千葉県立実籾高等学校） 

就任（4/1 付） 

研究部 柴﨑 聖司 

（茨城県立取手第二高等学校） 

就任（5/1 付） 

研究部 根本 恵子 

（千葉県立鶴舞桜が丘高等学校） 

 

編集後記  

 第 70 回全国大会、石川大会がいよいよ始まります。 

冬、21 世紀美術館を見学、寒ブリが美味しかった！ゴールデンウイークの兼六園、イタリアンレストランにて

お腹いっぱい満足でした。この夏は、音楽堂にて、たくさんの人との出会いを楽しみにします。（橋村） 

次回は大会速報版をホームページに掲載します。 

 

◎「協会ニュース」についてのお問い合わせ、ご連絡は次の広報部編集担当まで 

 

群馬県立太田女子高等学校 菊地 

 TEL 0276-22-6651 

 FAX 0276-22-4701 

 E-mail kiku-ta@pref.gunma.lg.jp 

 

東京都立松原高等学校 橋村 

 TEL 03-3303-5381 

 FAX 03-3304-3062 

E-mail ikumi_hashimura@member.metro.tokyo.jp 

 

 

千葉県立松戸特別支援学校 川島 

 TEL 047-388-2128 

 FAX 047-388-4781 

 E-mail t.kwshm10@pref.chiba.lg.jp  


